
綜合ユニコム「不動産マネジメントセミナー」のご案内

建物明渡交渉と立退料の算定方法

不動産開発事業のために必須となる実務知識＝「建物明渡交渉」
基本となる考え方と仕組み・留意点を理解し、円滑に進めるための実践手法を学ぶ！
さらに、交渉に不可欠な「立退料」の算定実務も分かりやすく解説！！

建物明渡交渉の非容易性／立退料の抑制方法／建物明渡交渉と耐震診断
交渉時の留意点（更新拒絶の通知、説明、立退料金額提示、フリーレント等の留意点）

立退料の支払い方法、不当要求への対応、立退料を増額しない方法

すぐに交渉に役立つ法務書式と交渉スキルとは
[建物明渡]と[立退料算定]の実務ノウハウを習得する実践講座！

人気講座［定期］開催

すぐに活かす！
交渉実務
習得
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建物明渡交渉と立退料の算定方法

ご案内

参 加 申 込 書

●会社名（フリガナ） ●貴社業種

●振込予定日（　　　   月　 　 　 日）
●当日現金支払い希望・・・□
●ご担当者名（                            ）

●所在地（〒　　　　     　-              　　　　）

ＴＥＬ.                （                ）                               ＦＡＸ.                （                ）

●出席者名①（フリガナ） ●所属部署・役職名

●出席者名②（フリガナ） ●所属部署・役職名

●E-MAIL

●E-MAIL

不動産の投資・開発のために、経年劣化した事業用ビルや賃貸マン
ション、耐震不足の区分所有マンションまで、建物の建替え計画が各
所で進んでいます。しかし、開発においては、既存建物のテナント、入
居者の立退きが常に大きな課題となっており、開発事業者の明渡交
渉能力が事業の成否を大きく左右します。
実際、ビルの再開発における明渡交渉には長い年月を要し、円滑に進
めるための法的知識はもちろん、立退料の算定、交渉技術が必要とさ
れます。特に立退料では、金額をいかに抑制していくのか、相手方の要
求やトラブルを回避しながら進めていくノウハウが重要な実務スキル
となります。
本セミナーは、建物明渡交渉を進めるための法務知識、交渉を進める
手順、注意点を確認していきます。さらに、開発事業費にも大きく影響
を及ぼす立退料の算定、不当要求への対応、立退料を増額しない方
法、建物明渡しにおける耐震診断等の実務の知識についても解説し
てまいります。

ダイレクトメールの送付先変更・中止のご希望者は、お手数ですが、封筒ラベルに
ご要件を記入の上、弊社企画事業部（ＦＡＸ.０３-３５６４-２５６０）迄ご連絡ください。

開催日時 2025年5月21日（水）13:00～17:00
会　　場 都市センターホテル
 東京都千代田区平河町2-4-1　TEL 03-3265-8211
 ※詳しい会場案内図は参加証にてお知らせいたします。

参 加 費 55,000円 （1名様／消費税及び地方消費税を含む）
 ●同一申込書にて２名様以上参加の場合、
 　48,400円 （1名様につき／消費税及び地方消費税を含む）
 ※テキスト代を含む。

主　　催　

東京都中央区京橋２-１０-２　ぬ利彦ビル南館６階
TEL. 03-3563-0025㈹　FAX. 03-3563-2560

お問合せ先／綜合ユニコム㈱ 企画事業部 ＴＥＬ.０３-３５６３-００９９（直通）

０１２０-０５-２５６０（不通時はＦＡＸ.０３-３５６４-２５６０）
●お申込み方法
　・【インターネットでのお申込み】 弊社HPの該当セミナーのページよりお申込みください。 
 詳細は弊社HPをご覧ください。
　・【ＦＡＸでのお申込み】 左記「参加申込書」にご記入後、上記FAX番号にてお申込みください。
 参加者宛に「参加証／請求書／銀行振込用紙」を郵送いたします。
　・【開催直前や当日の申込受付】 開催直前や当日でも空きがあれば受け付けます。その場 
 合は、メールまたはFAXにて「受講案内」と「支払方法」をご連絡いたしますので、必ず 
 メールアドレスかFAX番号の明記をお願いいたします。
　・ 当日は「参加証」をご持参いただき、受付に「お名刺１枚」と共にお渡しください。
●参加費のお支払について
　【インターネットでのお申込み】
　・ 弊社ＨＰ経由でのお申込みに限り、クレジットカード決済か銀行振込かの選択が可能です。
 なお、クレジット決済はお申込み時のみ承りますのでご注意ください。銀行振込の場合は、
 下記FAXでのお申込みの項目をご一読ください。
　・ 当日現金でのお支払いも可能です。お申込フォーム備考欄にその旨をご記入願います。
　【ＦＡＸでのお申込み】
　・ 参加費は「請求書」到着後、原則として開催３営業日前迄にお振込み願います。
　・ お振込みが開催後日になる場合は、左記「振込予定日」欄にご記入ください。
　・ お振込手数料は貴社にてご負担願います。
　・ 当日現金でのお支払いも可能です。「当日現金支払い希望」欄に□印をご記入願います。
●お申込者が参加できない場合について
　・ 代理者にご出席いただけます。既送の「参加証」と「代理者のお名刺１枚」をご持参のうえ、
 当日会場受付までご来場ください。
●キャンセルについて
　・ 開催３営業日前（土日祝日、年末年始を除く）迄に、弊社宛に「会社名／氏名／電話番号／
 返金先銀行口座（お振込済みの場合）」を明記の上、FAX.03-3564-2560宛に必ずご連
 絡ください。返金手数料として3,０００円（1件毎）を申し受けます。なお、開催２営業日前
 以降のキャンセルにつきましては、全額をキャンセル料として申し受けます。その際には
 当日配布資料を参加者宛にご送付いたします。
●その他ご連絡事項
　・ お座席は受付順を基本に当方にて指定させていただきます。
　・ 講演中の録音・録画、携帯電話等での通話はお断りいたします。
　・ 講演中のＰＣの使用は可能ですが、使用の際には周囲へのご配慮を願います。
　・ ご記入いただいた個人情報は、弊社商品案内ならびにセミナーの適切な運営、参加者間
 の交流促進のために利用させていただきます。
　・ 主催者や講師等の諸般の事情により、講師変更や開催を中止する場合がございます。
 その際には弊社より参加者にご連絡させていただきます。
　・ 開催中止の場合には受講料を返金いたしますが、それ以外の理由では返金できません。
 また、開催中止の際の交通費の払い戻し・キャンセル料の負担はいたしかねます。

ＦＡＸで
お申込み

ネットで
お申込み

左下の申込用紙へ記入し、下記フリーダイヤルへＦＡＸ願います。

https://www.sogo-unicom.co.jp
下記ＵＲＬの弊社ホームページからもお申込みできます。

月刊 資料
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建物明渡交渉と立退料の算定方法

田中 利生 （たなか としお）
フォアフロント法律事務所
パートナー弁護士

1969年生まれ。日本大学法学部卒業。第二
東京弁護士会所属。土地賃貸借関係、建物賃
貸借関係、区分所有法関係など、多くの不動産
関係の案件を取り扱う。過去には、建替えのため、
店舗・事務所・住居等の複合用途に供している
３００戸余の賃貸物件（普通借家１６０戸余、普通
借家から定期借家への切り替え済み４０戸余、
定期借家１００戸余）の明渡案件を３年間かけて
任意交渉から明渡しの裁判（１０戸余）までを行
ない、明渡しを完了させた。その後も、渋谷、新
宿等都心部のみならず、各地の明渡案件のアド
バイス、任意交渉、または訴訟追行を行なって
いる。
2023年4月所属事務所を移籍し、現在に至
る。22年9月「建物明渡請求と立退料の交渉
実務資料集」(綜合ユニコム刊)の執筆を担当。

すぐに活かす！
交渉実務
習得

Ⅰ. 建物の明渡しにかかる借地借家法の基本的理解
 1. 建物性
 2. 借地借家法適用対象外
 3. 借地借家法の特徴
 4. 定期建物賃貸借制度（第38条）

Ⅱ. 建物明渡交渉の非容易性
 1. 法的制約
  更新拒絶の通知が必要であること／正当事由が必要であること／
  弁護士法第72条
 2. 移転先の確保の非容易性　　　
 3. 立退料の算定の非容易性
 4. 不当な立退料の要求

Ⅲ. 建物明渡交渉を進める際の準備、事前手段
 1. 建物明渡計画の策定における注意点
 2. 明渡交渉の開始５年以上前から行なえること
 3. 明渡交渉の開始１年前に行なえること
 4. 立退料の金額の抑制につながる方法
  明渡交渉期間に余裕をもたせること／移転先の確保または再入居の容認／
   裁判外での解決
 5. 立退料の支払い回避につながる方法
  賃料増額請求／定期建物賃貸借契約への切替え／賃料未払い等による
   賃貸借契約の解除
 6. 不当な立退料の要求に対する対応策 ～建物明渡訴訟の提起～
 7. 建物明渡交渉と耐震診断
  耐震性不足と正当事由／耐震診断の必要性の有無／耐震診断の実施時期／
  耐震診断と裁判手続／耐震補強工事の見積り
 8. その他

Ⅳ. 建物明渡交渉における留意点
   1. 明渡交渉にて詰める内容
 2. 交渉の当事者
   3. 更新拒絶の通知を送付する際の注意点
   4. 明渡交渉の方法における留意点
   5. 明渡理由を説明する際の留意点
 6. 明渡条件を伝える際の留意点
　　　  （譲歩案、フリーレント、移転先、原状回復義務免除等）
   7. 訴訟を提起する見極め、タイミング（各テナント対応等）
 8. 明渡交渉の際の参考書類
 9. 社内対応について
     10. 空き区画の活用について

Ⅴ. 各事例における立退料の算定方法
 1. 住居の場合／2. 事務所の場合／3. 店舗の場合／4. その他

Ⅵ. 質疑応答

人気講座［定期］開催

●A4判／縦型／140頁
●2022年9月9日発刊
●定価99,000円（本体90,000円）

明渡交渉に必須の基本知識と実務を詳解！
立退料を抑え、円滑な交渉を実現する手引書

建物明渡請求と立退料の交渉実務資料集

田中利生弁護士が執筆する資料集

本セミナーをはじめ月刊誌・資
料集・書籍は、WEBでもお申し
込みいただけます。

https://www.sogo-unicom.co.jp
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